
中課題１：沿岸広域連続モニタリングシステムと海洋分析センターの構築 
       津田敦（代表）、植松光夫、道田豊、兵藤晋、伊藤幸彦、西部裕一郎（東大大気海洋研） 
中課題２ 地震・津波による生態系攪乱とその後の回復過程に関する研究 
   河村知彦（代表）・渡邊良朗・小松輝久・大竹二雄・竹井祥郎、佐藤克文・野畑重教 
          広瀬雅人・青山潤・北川貴士（東大大気海洋研）・仲岡雅裕（北大厚岸臨海実）・ 
          松政正俊（岩手医大）・玉置仁・太田尚志（石巻専修大）・大越健嗣（東邦大）・古谷研・ 
          高橋一生（東大農）・山下洋・益田玲爾（京都大学）・後藤友明（岩手県水技セ）・ 
          小路淳（広島大）・野田隆史（北大地球環境） 
中課題３：震災に伴う沿岸域の物質循環プロセスの変化に関する研究 
    永田俊（代表）、横山祐典、福田秀樹（東大大気海洋研）、宗林留美（静岡大）、 
          横川太一（愛媛大） 
中課題４：陸域由来の環境汚染物質の流入実態の解明 
    小川浩史（代表）・小畑 元・佐野有司・白井厚太朗（東大大気海洋研）、穴澤活郎（東 
    大新領域）・高田秀重（東京農工大）・南秀樹（東海大） 
中課題５：物理過程と生態系の統合モデル構築 
     田中潔（代表）・羽角博康・小松幸生・伊藤幸彦・安田一郎・岡英太郎（東大大気海洋研）   
     日比谷紀之・丹羽淑博（東大理）・轡田邦夫（東海大）・   秋友和典（京大理）・ 
 吉川裕（九大応力研）・吉江直樹（愛媛大 ）・乙部弘隆（東海大） 
中課題６：集水域・河川・河口域・沿岸域における化学物質動態の解析（岩手大学に委託） 
    海田輝之（代表）・橋本良二、成田榮一、竹原明秀、・伊藤歩・堺茂樹・濱上邦彦 
中課題７ 河口・汽水域及び沿岸域における河川水の混合拡散のモニタリングとそのモデ       
 ル化（東京海洋大学に委託） 
     山崎秀勝（代表）、岡安章夫、今田千秋、北出裕二郎、長井健容、溝端浩平、下園武範、  
     寺原猛 

課題２ 海洋生態系変動メカニズムの解明（東大大気海洋研） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
実施体制
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地震・津波による生態系攪乱とその後の回復過程（中課題２） 

様々な場、生物を対象にした研究で明らかにしてきたこと 
                  （16グル―プ、56名による研究） 
 

 地震・津波の影響とその後の遷移（回復）過程は、 
   場所、生態系の種類、動植物の種類によって様々に異なる 
 震災後の人為的影響も加わり、 

津波・地震の間接的、長期的影響が顕在化してきた 
 多くの生態系、生物種が現在もまだ変化し続けている 
 生態系の変化は資源生物（低次・高次）の動態にも影響する 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
東北マリンサイエンス拠点形成事業（東大大海研チーム）では、沿岸生態系・生物群集を扱う班のリーダー。

地震・津波による沿岸海洋生態系の変化、その後の遷移とそのメカニズム
　ー漁業復興、発展に不可欠な情報、
　　 前例のない国際的に注目される科学的課題（研究蓄積がある地域で起こった大攪乱）

・ 震災前の調査データと震災後の長期的調査データが不可欠

＊多くの場所、生態系で、様々な生物群集、生物種について調査が必要

1973年設立の沿岸センターは共同利用機関、様々な分野の研究者が利用
＊震災前の共同利用研究者など、三陸で研究蓄積のある9研究機関16グループに呼びかける
　 様々な生態系、生物群集、生物個体群の変化を追跡



晩春～夏～初秋の 
三陸リアス湾における 
海洋循環（大槌湾） 

物理－生態モデル班：大槌湾の沿岸流の実態を解明 
－ 三階建てのダイナミックな海流系 － 

晩秋～冬～初春の 
三陸リアス湾における 
海洋循環（大槌湾） 



Real time information in coastal area 

Taken by hand phone 

Information taken by PC 

Onagawa 

Shizugawa Miyagi Pref. 

Nagatsura 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
海況情報を利用し、漁業や養殖業の効率化を図るため、リアルタイムで海況情報を取得するための整備を進めています。
現在は、女川湾と志津川湾に自動観測ブイを設置し、本事業のホ－ムペ－ジでパソコンや携帯電話への配信を行っています。
また、既に普及している東北区水産研究所が運営している東北ブロック沿岸水温速報でも掲載をお願いし、情報の活用度を進めています。
また、震災前に貧酸素層の発生で養殖に大きな被害を与えていた長面浦に、10月からリアルタイム溶存酸素計を設置し、養殖管理の有効な情報となるよう携帯への配信をしています。
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送水ホース 

ウィンチ 

 曳 索 
（巻き上げワイヤー） 

高圧ポンプ 

GPS 

瓦礫残留漁場での新しい貝桁網漁法の開発 

噴流式貝桁網 

曳 索 

破損した従来型
貝桁網 

赤点（・）が瓦礫、青丸（○）が瓦礫の少ない水域 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　そこで瓦礫マップを作り、漁場の状況を調べてみると、なんと漁場全体の瓦礫があるではありませんか。はてさてこれはどうしたものかと思案をしていたところ、これまでの漁具ではなく、貝桁網に海水噴出器をと取り付けた「噴流式貝桁網」で、貝を砂の中から掘り出し、網に入れる漁法を取り入れてはどうかと提案できました。さらに効果的に漁獲するためにＧＰＳで正確な位置を判定し、瓦礫マップを活用して瓦礫の少ない場所でホッキガイを漁獲する方法を作り出していきました。



（2）-②マボヤ養殖復興のスピード化のための支援 
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174  

2015年1月9日～27日の平均幼生出現数 
流況情報による効率的な採苗候補地の予測と有効性の
検証、採苗器投入による実用性の検証 

・種苗不足は続いてお
り、新しい採苗場を加え
ホヤ養殖復興のスピー
ド化を支援 
 
 

・三陸南部では鮫浦湾
が、流況、養殖量、湾の
大きさなどから、ホヤ天
然採苗に適していたこと
が解明 

大量発生（2011.1）群の産卵 

震災前 震災後 

主採苗場の幼生出現数 
震災後2年間の幼生数は最盛
期の1割程、数年間は種苗不
足で回復が遅れると予測 
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天然群と養殖群が
産卵したと推察 

鮫浦湾 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
マボヤの養殖生産は、宮城県が約7割を占めていましたが、H23年度からほぼ0の状態です。
また、宮城県の鮫浦湾は日本一の天然種苗の供給地でもありました。
すなわち、鮫浦湾の種苗生産が、日本のホヤ養殖業の復興を左右します。
種苗生産に貢献していた養殖ホヤが全滅し、震災後2年間の幼生出現数は激減しました。この図で幼生出現数1000個が最盛期の目安です。
■そこで、東北大学と地元漁協が中心となり、宮城県水技センタ－や東北水研との協力のもと、流況情報による効率的な採苗場の探索を始めました。
その結果、現行の主採苗場の他に、有力な候補地をみつけることができました。ここを利用することにより、より多くの種苗生産が可能になると考えられます。
■一方、震災後、3年目から幼生数の増加が観察されました。ホヤの産卵は3才以降ですから、この幼生数の増加は養殖ホヤ由来とは考え難く、調査してみると、震災前後に生まれた天然ホヤが大量に発生していることがわかりました。4年目は養殖ホヤも関与し順調な幼生数の増加が見られます。
しかし、種苗不足は続いており、新しい採苗場を加えることにより、ホヤ養殖復興のスピード化に貢献できると考えています。
・三陸南部では鮫浦湾が、流況、養殖量、湾の大きさなどから、ホヤ天然採苗に最適であることがわかりました。
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（2）-③海藻群落の保全と間引きウニの商品化のための養殖技術開発  

津波で破壊された海藻群落が回復傾向にあるが、調査水域の志津川湾の深場ではウニが
大量発生し回復を阻害.食害からの保全を目的に間引きし、それらを養殖種苗に利用  

間引いた食害ウニの高品質化 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
志津川湾の湾奥ではアラメ群落の75%が破壊されました。ウニやアワビの餌や棲みかとして重要な群落の回復過程を調べると、地盤沈下による新しい浅場への群落の拡大や回復がみられました。一方、深場では浮泥や光量不足による群落の衰退・死滅、震災年の大量発生ウニによる食害が見られました。これは、群落の回復阻害だけでなく、身入りの悪い非商品ウニを増加し、磯根の生産力を低下させます。そこで、食害要因であるウニを間引きし、それらを養殖することにより、生態系の保全と新しい養殖の試みによる、高品質な養殖ウニの生産に取組でいます。
その他、漁業復興支援調査として、雄勝湾での持続的で効率的なホタテの養殖密度の把握、仙台湾でのアサリ・シジミ漁業の再生等に取組んでいます。




東京シンポジウムのポスター 



14 March 2015 

Akihiro KIJIMA・Hirokazu KOGURE・Hiroshi KITAZATO 

What is  
      TEAMS 



防災・減災をめぐる国際的な動向 
仙台防災枠組（2015－2030） 
 III．指導原則(抜粋) 
  ●各国は防災の一義的な責任を持つ 
  ●責任の共有  ●人権の尊重   ●事前の防災投資 
  ●社会全体の関与と連携、女性と若者のリーダーシップ促進 
  ●「より良い復興による(Build Back Better）」による災害後の復旧・復興 
  ●途上国への財政等支援、技術移転、能力構築を通じた支援 
 
 IV 優先行動 
 1.災害リスクの理解 
 2.災害リスク管理のための災害リスクガバナンス 
 3.強靭化に向けた防災への投資 
 4.効果的な応急対応に向けた準備の強化と「よりよい復興（Build Back Better：BBB）  
    

TEAMSは、 
● 震災による影響を正確に、総合的に調査し、統合的に解析し、体系的に防災・減災・
復旧・復興に役立てる科学的基盤を構築します。 
● その成果を活用し、漁業関連産業に科学的知見に基づいた復興を行います（BBB) 
● その成果はBBBばかりではなく、人類の災害リスクの理解と災害リスクガバナンスを
構築する政策に役立て、強靭な社会の構築に貢献します 
● この経験を活かして途上国への技術支援、能力構築に貢献していきます。   





今後の展開に向けて 

• 研究成果を活用した漁業復興・新生、そして地方創生へ 
      当初の目的である漁業復興の加速化（調査研究成果の応用提言・漁業関係者への提供) 

• 調査範囲、調査項目の選択と集中・統合的データ解析： 
より意味のある海域の選択、殻研究機関の得意分野の融合による貢献 

• 統合的な研究調査手法の国内外への発信： 
TEAMSで確立した研究手法を日本の他の海域、他の研究機関へ展開するとともに、地震津
波災害が起こる可能性がある諸外国との連携し、capacity building を図る。 

• 調査結果、研究成果の集積と発信： 
データベースを充実させ、研究者、市民、漁業者、行政への発信を多様化させる。 

同時に漁業関連人材、環境・生態系保全人材の育成への展開（若者の育成） 

• open data, open science に向けた取り組みの強化： 
データベースの充実、他のデータベースとの統一（共通仕様）、オープンシステムの開発 

  
 “Science in, with and for Society” 



     Open Access Data Base for Open Science 
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モニタリング調査 

漁場環境 
モニタリング調査 

総括班 

陸からの化学物質動態解明 

河川水混合拡散のモデル 

物理過程と生態系の統合モデル 

陸由来環境汚染物質の流入実態 

沿岸域の物質循環プロセス 

生態系攪乱と回復過程の把握 

モニタリング/分析システム構築 

ガレキ・地形・生物分布
調査モニタリング 

環境観測 
モニタリング分析 

データポリシー 
策定・概念設計 ＴＥＡＭＳデータ共有・公開システムの運用 

データ共有システム・データ
公開システムの整備 

システム構築 

北三陸沿岸-沖合海域 

（大槌海域） 

環境・生態・漁業 

多重データ統合モデル構築 
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応用的機能の整備（解析支援・可視化機能等） 

沿岸域の活性
化と地方創生 

海洋価値の 
科学的根拠提供 

世界的大規模災
害復興情報提供 

漁業水産業の
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海洋立国日本の
復活・発信 
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FY 

南三陸沿岸-沖合海域 

（女川海域） 

環境・生態・漁業 

多重データ統合モデル構築 

沿岸漁業復興事例の構築 

沖合漁業復興事例の構築 

養殖漁業復興事例の構築 

栽培漁業復興事例の構築 

漁業復興関連人材の育成 

事業の展開 

2020年における
東北復興発信 

海洋生物資源
管理方策基盤 
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